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第５章 介護保険サービスの見込みと介護保険料推計
１ 高齢者人口及び要介護認定者等の将来推計

（１）高齢者等の人口推計

高齢者人口は、令和 3年に 12,996人、2年後の令和 5年は 12,972人と減少する見
込みとなっていますが、後期高齢者は 6,752人から 6,821人へと増加することが見込ま
れます。

◆高齢者等の人口推計
（単位：人）

※高齢化率については、端数処理の関係上、内訳と合計が合わない場合があります。

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022 年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025 年度）

令和 22年度
（2040 年度）

総人口 34,793 34,169 33,552 32,330 23,563
40 歳未満 10,721 10,383 10,021 9,352 5,374
40～64歳 11,076 10,795 10,559 10,105 6,982

高齢者人口 12,996 12,991 12,972 12,873 11,207
前期高齢者 6,244 6,297 6,151 5,792 3,750
65～69歳 3,180 3,029 2,938 2,686 1,870
70～74歳 3,064 3,268 3,213 3,106 1,880

後期高齢者 6,752 6,694 6,821 7,081 7,457
75～79歳 2,005 1,911 2,111 2,472 1,836
80～84歳 1,871 1,914 1,827 1,844 2,031
85 歳以上 2,876 2,869 2,883 2,765 3,590

高齢化率 37.4％ 38.0％ 38.7％ 39.8％ 47.6％
前期高齢者 17.9％ 18.4％ 18.3％ 17.9％ 15.9％
後期高齢者 19.4％ 19.6％ 20.3％ 21.9％ 31.6％
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（２）要介護認定者数の推計

令和 3年からの推計では、認定者、認定率ともに横ばいで推移しています。
◆要介護認定者数の推計

（単位：人）

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022 年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025 年度）

令和 22年度
（2040 年度）

高齢者数 12,996 12,991 12,972 12,873 11,207
認定者数 2,509 2,500 2,503 2,474 2,787
第 2号被保険者 41 40 40 39 25
第 1号被保険者 2,468 2,460 2,463 2,435 2,762
要支援 1 139 140 141 139 156
要支援 2 251 249 249 243 274
要介護 1 442 439 433 428 482
要介護 2 549 542 542 532 604
要介護 3 389 393 397 393 437
要介護 4 408 406 410 406 465
要介護 5 331 331 331 333 369

認定率 19.0% 18.9% 19.0% 18.9% 24.6％
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２ 介護サービス基盤の状況

介護サービス事業所整備計画

施設の種別
令和 2年度末予定

（2020年度末予定）
令和 3年度～令和 5年度
（2021 年度～2023 年度）

（第 8期計画）
事業所数 定員（人） 事業所数 定員（人）

居宅サービス
訪問介護 5 -
訪問看護 5 -
訪問リハビリテーション 1 -
通所介護 12 327 10 279
通所リハビリテーション 1 34
短期入所生活介護 6 99 79
短期入所療養介護
特定施設入居者生活介護 1 30
福祉用具貸与 4 -
特定福祉用具販売 4 -
居宅介護支援 10 -

地域密着型サービス
地域密着型通所介護 1 15 4 56
認知症対応型通所介護 3 18
小規模多機能型居宅介護 7 168 6 139
介護老人福祉施設入所生活介護 1 29
認知症対応型共同生活介護 8 114
北部圏域 1 9
西部圏域 3 33
南部圏域 4 72

特定施設入居者生活介護 2 35
北部圏域
西部圏域
南部圏域 2 35

看護小規模多機能型居宅介護 1 29
施設サービス

介護老人福祉施設 5 290 1 50
介護老人保健施設 1 93
介護医療院
介護療養型医療施設
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３ 介護保険サービス事業量等の見込み

（１）介護保険サービス見込み量

介護保険給付費の見込みは、厚生労働省の「見える化システム」により、平成 30年度、
令和元年度、令和 2年度 9月までの給付データを参照して居宅介護サービス、地域密着
型サービスおよび施設サービスの見込み量並びに介護保険給付費を算出しています。

① 居宅介護サービス
居宅介護サービスで最も見込みが多いサービスは通所介護となっています。

◆居宅介護サービスの見込み

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025年度）

①訪問介護
人数(人/年) 2,592 2,520 2,520 2,400
給付費(千円/年) 147,796 144,323 144,483 137,131

②訪問入浴介護
人数(人/年) 84 84 84 72
給付費(千円/年) 2,386 2,387 2,387 1,977

③訪問看護
人数(人/年) 2,208 2,172 2,160 2,076
給付費(千円/年) 77,533 75,701 75,271 72,218

④訪問リハビリテーション
人数(人/年) 120 120 120 120
給付費(千円/年) 1,967 1,986 2,023 2,023

⑤居宅療養管理指導
人数(人/年) 2,676 2,700 2,712 2,580
給付費(千円/年) 9,987 10,052 10,067 9,625

⑥通所介護
人数(人/年) 9,684 9,048 8,627 8,627
給付費(千円/年) 736,033 706,587 689,243 689,243

⑦通所リハビリテーション
人数(人/年) 936 924 936 924
給付費(千円/年) 77,596 77,823 80,197 79,166

⑧短期入所生活介護
人数(人/年) 4,380 4,224 4,260 4,320
給付費(千円/年) 318,865 302,110 302,432 307,068
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◆居宅介護サービスの見込み

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025年度）

⑨短期入所療養介護（老健）
人数(人/年） 0 0 0 0

給付費(千円/年) 0 0 0 0
⑩短期入所療養介護（病院等）
人数(人/年) 0 0 0 0
給付費(千円/年) 0 0 0 0

⑪福祉用具貸与
人数(人/年) 8,964 9,204 9,420 9,084
給付費(千円/年) 107,449 110,253 112,938 108,227

⑫特定福祉用具販売
人数(人/年) 264 264 264 264

給付費(千円/年) 6,020 6,020 5,975 5,975
⑬住宅改修
人数(人/年) 84 84 84 84

給付費(千円/年) 6,674 6,674 6,674 6,674
⑭特定施設入居者生活介護
人数(人/年) 768 756 744 744
給付費(千円/年) 151,021 148,885 146,896 147,157

⑮居宅介護支援
人数(人/年) 13,020 12,828 12,708 12,276
給付費(千円/年) 209,173 206,470 204,837 197,543
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② 地域密着型サービス
地域密着型で最も見込みが多いサービスが認知症対応型共同生活介護となっています。

◆地域密着型サービスの見込み

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025年度）

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護
人数(人/年) 228 216 228 204
給付費(千円/年) 46,621 44,051 46,647 41,455

②夜間対応型訪問介護
人数(人/年) 0 0 0 0
給付費(千円/年) 0 0 0 0

③認知症対応型通所介護
人数(人/年) 444 444 456 432
給付費(千円/年) 52,451 52,688 53,912 50,773

④小規模多機能型居宅介護
人数(人/年) 1,488 1,476 1,176 1,176
給付費(千円/年) 301,657 299,557 238,647 238,647

⑤認知症対応型共同生活介護
人数(人/年) 1,464 1,452 1,452 1,452
給付費(千円/年) 366,044 363,500 363,855 363,855

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護
人数(人/年) 432 432 432 432
給付費(千円/年) 82,569 82,614 82,614 82,614

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
人数(人/年) 0 0 348 348
給付費(千円/年) 0 0 99,091 99,091

⑧看護小規模多機能型居宅介護
人数(人/年) 264 252 252 240
給付費(千円/年) 58,278 55,011 55,011 52,623

⑨地域密着型通所介護
人数(人/年) 468 936 1,272 1,272
給付費(千円/年) 55,915 112,498 139,433 139,433
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③ 施設サービス
施設サービスで最も見込みが多いのは介護老人福祉施設となっています。

◆施設サービスの見込み

区 分 令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022 年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 7年度
（2025 年度）

①介護老人福祉施設
人数(人/年) 4,116 4,356 4,716 5,040
給付費(千円/年) 1,105,923 1,171,141 1,267,790 1,356,501

②介護老人保健施設
人数(人/年) 1,356 1,356 1,356 1,356
給付費(千円/年) 351,142 351,337 351,337 350,934

③介護医療院
人数(人/年) 36 36 36 60
給付費(千円/年) 15,016 15,024 15,024 22,426

④介護療養型医療施設
人数(人/年) 48 48 48
給付費(千円/年) 17,931 17,941 17,941
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④ 介護予防サービス
介護予防サービスで最も見込みが多いサービスが介護予防訪問看護となっています。

◆介護予防サービスの見込み

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025年度）

①介護予防訪問入浴介護
人数(人/年) 0 0 0 0
給付費(千円/年) 0 0 0 0

②介護予防訪問看護
人数(人/年) 480 492 492 492
給付費(千円/年) 11,662 11,970 11,970 11,970

③介護予防訪問リハビリテーション
人数(人/年) 12 12 12 12
給付費(千円/年) 220 220 220 220

④介護予防居宅療養管理指導
人数(人/年) 96 96 108 96
給付費(千円/年) 588 588 676 588

⑤介護予防通所リハビリテーション
人数(人/年) 264 264 264 252
給付費(千円/年) 9,012 9,017 9,017 8,504

⑥介護予防短期入所生活介護
人数(人/年) 60 60 60 60
給付費(千円/年) 1,493 1,494 1,494 1,494

⑦介護予防短期入所療養介護（老健）
人数(人/年) 0 0 0 0
給付費(千円/年) 0 0 0 0

⑧介護予防短期入所療養介護（病院等）
人数(人/年) 0 0 0 0
給付費(千円/年) 0 0 0 0

⑨介護予防福祉用具貸与
人数(人/年) 1,668 1,656 1,644 1,608
給付費(千円/年) 6,904 6,844 6,792 6,646

⑩特定介護予防福祉用具購入費
人数(人/年) 36 36 36 36
給付費(千円/年) 673 673 673 673

⑪介護予防住宅改修
人数(人/年) 24 24 24 24
給付費(千円/年) 2,387 2,387 2,387 2,387
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◆介護予防サービスの見込み

⑤ 地域密着型介護予防サービス
地域密着型介護予防サービスは、介護予防小規模多機能型居宅介護のみを見込んでい

ます。

◆地域密着型介護予防サービスの見込み

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025年度）

⑫介護予防特定施設入居者生活介護
人数(人/年) 132 132 132 120
給付費(千円/年) 11,149 11,155 11,155 9,980

⑬介護予防支援
人数(人/年) 2,088 2,064 2,052 2,016
給付費(千円/年) 9,436 9,334 9,280 9,118

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023 年度）

令和 7年度
（2025年度）

①介護予防認知症対応型通所介護
人数(人/年) 0 0 0 0
給付費(千円/年) 0 0 0 0

②介護予防小規模多機能型居宅介護
人数(人/年) 228 228 228 228
給付費(千円/年) 13,917 13,925 13,925 13,925

③介護予防認知症対応型共同生活介護
人数(人/年) 0 0 0 0
給付費(千円/年) 0 0 0 0
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（２）標準給付費の見込み

必要サービス量に基づいて算出された総給付費に、特定入所者介護サービス費等給付

額、高額介護サービス費等給付額、高額医療合算介護サービス費等給付額、算定対象審

査支払手数料を加え見込んだものです。
（単位：円）

（３）地域支援事業費の見込み

① 地域支援事業の内容

1. 介護予防・日常生活支援総合事業

● 訪問型サービス（第1号訪問事業）

事業対象者、要支援認定 1・2の方
1）専門職のホームヘルパー等が訪問介護（身体介護・生活援助）を行います。
2）住民主体の訪問サービス（日常生活の支援等）を行います。
3）保健・医療の専門職による生活行為改善のために短期集中予防訪問サービスを行い
ます。

● 通所型サービス（第1号通所事業）

事業対象者、要支援認定 1・2の方
1）通所介護等の施設より（機能訓練・入浴・食事・送迎等）サービス提供を行います。
2）保健・医療の専門職による生活行為改善のために短期集中予防通所サービスを提供
します。

● 介護予防ケアマネジメント事業（第1号介護予防支援事業）

事業対象者、要支援認定 1・2の方
日常生活支援総合事業等が適切に提供できるようなケアマネジメントを行います。

● 介護予防把握事業

閉じこもり等の何らかの支援を要する方を把握し、介護予防活動につなげていきます。

区 分
令和 3年度

（2021 年度）
令和 4年度

（2022 年度）
令和 5年度

（2023 年度） 合計

総給付費 4,373,488,000 4,382,519,000 4,552,448,000 13,308,455,000

特定入所者介護
サービス費等給付額

133,336,282 123,232,999 123,382,444 379,951,725

高額介護サービス費等
給付額

74,243,612 73,506,739 73,594,947 221,345,298

高額医療合算
介護サービス費等給付額

1,510,882 1,505,462 1,507,269 4,523,613

算定対象審査支払手数料 2,536,720 2,527,640 2,530,640 7,595,000

標準給付費見込額 4,585,115,496 4,583,291,840 4,753,463,300 13,921,870,636
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● 介護予防普及啓発事業

1）介護予防普及啓発事業
介護予防の基本的な知識を普及啓発するため、パンフレットの作成配布、転倒予

防等の教室を行います。

2）普及啓発型運動器向上事業・インストラクター派遣
生きがい活動支援通所事業の場に健康運動指導士等（インストラクター）を派遣

し、運動機能向上普及啓発を図ります。

3）普及啓発型筋力向上トレーニング事業（若トレ）
健康運動指導士等の専門家による、運動の実施及び介護予防に関する知識の普及

啓発を通じて、地域における自発的な介護予防活動の育成・支援を行います。

● 地域介護予防活動支援事業

運動教室のファシリテーター等の人材育成や地域活動組織の育成・支援を行います。

● 地域リハビリテーション活動支援事業

地域ケア会議等でリハビリテーション専門職より、指導、助言等を受け介護予防事業

の機能強化を行います。 
2. 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業

● 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

1）総合相談支援事業
高齢者や家族に対する総合的な相談・支援を行います。

2）権利擁護事業
地域において尊厳のある生活が維持できるよう、高齢者等に対する権利擁護を推

進します。

3）包括的・継続的ケアマネジメント事業
医療機関をはじめ関係機関との連携・協力体制の充実など包括的・継続的なケア

体制の構築、ケアプラン作成指導を行います。

● 任意事業

1）家族介護支援事業
ア 家族介護支援事業

イ 認知症高齢者見守り事業

地域での見守り体制や地域の課題についての対策などを協議し、顔の見える

ネットワークづくりを行います。

ウ 家族介護継続支援事業

65歳以上の要支援以上で要件に該当した方におむつ給付券を交付します。
2）その他の事業
ア 成年後見制度利用支援事業

低所得の高齢者が、成年後見制度を利用する際の申立支援と後見人等の報酬を

助成します。
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イ 地域自立生活支援事業（配食サービス）

65歳以上の一人暮らし世帯、高齢者のみの世帯、又はこれに準ずる世帯に対す
る配食サービス時に安否確認を行います。自宅で安心して暮らせるように努めま

す。

3. 包括的支援事業（社会保障の充実）

● 在宅医療・介護連携の推進

在宅医療・介護連携の推進のための事業を行います。

● 生活支援体制整備事業

生活支援コーディネーターを配置し、協議体と連携しながら、多様な介護予防・日常

生活上の支援体制の充実・強化を図ります。

● 認知症初期集中支援推進事業

認知症初期集中支援推進事業の実施及び、認知症地域支援推進員を設置し、認知症ケ

ア向上推進事業等を行います。

● 地域ケア会議推進事業

医療・介護等の多職種、民生委員、社会福祉協議会等の多様な関係者が集まり、高齢

者が住み慣れた地域で生活できるよう地域課題の抽出・検討等を行います。
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② 地域支援事業費の見込み
介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業・任意事業にかかる事業費を見込

みました。

◆介護予防・日常生活支援総合事業の見込み （単位：千円）

◆包括的支援事業及び任意事業の見込み （単位：千円）

区 分 令和 3年度
（2021 年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023 年度） 合計

訪問型サービス
（第 1号訪問事業） 14,700 14,700 14,700 44,100

通所型サービス
（第 1号通所事業） 65,500 65,500 65,500 196,500

介護予防ケアマネジメント 9,150 9,150 9,150 27,450

介護予防把握事業 4,000 4,000 4,000 12,000

介護予防普及啓発事業 19,900 19,900 19,900 59,700

地域介護予防活動支援事業 300 300 300 900

地域リハビリテーション活動支援事業 60 60 60 180

上記以外の
介護予防・日常生活支援総合事業 150 150 150 450

小 計 113,760 113,760 113,760 341,280

区 分 令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度） 合計

包括的支援事業 158,990 158,990 158,990 476,970

地域包括支援センターの運営 126,890 126,890 126,890 380,670

社会保障の充実 32,100 32,100 32,100 32,100

在宅医療・介護連携推進事業 9,300 9,300 9,300 27,900

生活支援体制整備事業 6,000 6,000 6,000 18,000

認知症初期集中支援推進事業 16,500 16,500 16,500 49,500

地域ケア会議推進事業 300 300 300 900

任意事業 28,500 28,500 28,500 85,500

小 計 187,490 187,490 187,490 562,470
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◆地域支援事業費の見込み（合計） （単位：円）

（４）介護保険事業費の見込み

令和 3年度から令和 5年度の 3か年の介護保険事業費の合計金額は、約 150億となっ
ています。

区 分 令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022 年度）

令和 5年度
（2023 年度） 合計

地域支援事業費 301,250,000 301,250,000 301,250,000 903,750,000

（単位：円）

区 分
令和 3年度

（2021年度）
令和 4年度

（2022年度）
令和 5年度

（2023年度） 合計

標準給付費（A） 4,585,115,496 4,583,291,840 4,753,463,300 13,921,870,636

地域支援事業（B） 301,250,000 301,250,000 301,250,000 903,750,000

介護保険事業費
（A+B）

4,886,365,496 4,884,541,840 5,054,713,300 14,825,620,636
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４ 介護保険料の推計

（１）介護保険料の方針について

第 8期介護保険料（令和 3年度～令和 5年度）については、第 8期計画期間 3か年の
介護保険サービス見込み量を設定し、介護保険事業費を算定した上で、保険料算定の諸

要件及び国の指針をもとに算定しています。

① 保険料算定の諸要件
○第 1号被保険者の介護保険料負担率 23％
【保険給付費の財源内訳】

○財政調整交付金見込額

第 1号被保険者のうち 75歳以上の高齢者の割合及び所得段階別被保険者割合の全
国平均との格差により生ずる保険料基準額の格差調整のため交付されます。

公費

50.0%

第１号

保険料

23.0%

第２号

保険料

27.0%

第７期財源内訳

公費

50.0%

第１号

保険料

23.0%

第２号

保険料

27.0%

第８期財源内訳
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（２）第 1号被保険者の保険料推計

① 介護保険料の基準額の推計
（単位：円）

保険料基準額

区 分 令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022 年度）

令和 5年度
（2023年度） 第８期合計

標準給付費見込額 4,585,115,496 4,583,291,840 4,753,463,300 13,921,870,636

地域支援事業費 301,250,000 301,250,000 301,250,000 903,750,000

計（Ａ） 4,886,365,496 4,884,541,840 5,054,713,300 14,825,620,636

第 1号被保険者
負担分相当額（Ｂ）
（Ｂ）＝（Ａ）×23％

1,123,864,064 1,123,444,623 1,162,584,059 3,409,892,746

調整交付金相当額
（Ｃ） 234,943,775 234,852,592 243,361,165 713,157,532
調整交付金見込額
（Ｄ） 346,777,000 319,869,000 317,830,000 984,476,000

調整交付金
（Ｅ）＝（Ｄ－Ｃ） 111,833,225 85,016,408 74,468,835 271,318,468

準備基金の残高
（令和 2年度末） 282,217,000

準備基金取崩額（Ｆ） 172,500,000

保険料収納必要額
（Ｇ）＝（Ｂ－Ｅ－Ｆ） 2,966,074,278

予定保険料収納率
（Ｈ） 99.0％

弾力化した所得段階別
加入割合補正後
被保険者数（Ｊ）

13,055 人 13,049 人 13,030 人 39,134 人(a)

保険料基準月額
（Ｇ÷Ｈ÷a÷12) 6,380 円

第 7期 年額 ７６，５６０円

（月額６，３８０円）

第 8期 年額 ７６，５６０円
（月額６，３８０円）
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② 保険料段階の設定
所得水準に応じて弾力化を行い、きめ細かな保険料設定を 12段階としています。
基準金額については、第 5段階は本人が市民税非課税（世帯員に課税者がいる）で、

合計所得金額が 80万円を超える者で負担能力に応じた保険料率を設定します。
◆段階別保険料

区 分 対 象 乗率
（軽減後乗率）

保険料（円）
（軽減後保険料）

第 1段階
・老齢福祉年金受給者(市民税非課税世帯)又は
生活保護受給者
・市民税非課税世帯で、課税年金収入額及び合計
所得金額が 80万円以下の者

0.50
（0.30）

38,280
（22,968）

第 2段階 ・市民税非課税世帯で、課税年金収入額及び合計
所得金額が 80万円を超え、120 万円以下の者

0.75
（0.50）

57,420
（38,280）

第 3段階 ・市民税非課税世帯で、課税年金収入額及び合計
所得金額が 120万円を超える者

0.75
（0.70）

57,420
（53,592）

第 4段階 ・本人が市民税非課税(世帯員に課税者がいる)で、
合計所得金額が 80万円以下の者 0.90 68,904

第 5 段階
(基準額年額)

・本人が市民税非課税(世帯員に課税者がいる)で、
合計所得金額が 80万円を超える者 1.00 76,560

第 6 段階 ・本人が市民税課税で、合計所得金額 120 万円
未満の者 1.20 91,872

第 7 段階 ・本人が市民税課税で、合計所得金額 120 万円
以上 210万円未満の者 1.30 99,528

第 8 段階 ・本人が市民税課税で、合計所得金額 210 万円
以上 320万円未満の者 1.50 114,840

第 9 段階 ・本人が市民税課税で、合計所得金額 320 万円
以上 420万円未満の者 1.60 122,496

第 10段階 ・本人が市民税課税で、合計所得金額 420 万円
以上 600万円未満の者 1.75 133,980

第 11段階 ・本人が市民税課税で、合計所得金額 600 万円
以上 800万円未満の者 2.00 153,120

第 12段階 ・本人が市民税課税で、合計所得金額 800 万円
以上の者 2.10 160,776


